
  

１　民間企業における雇用状況（法定雇用率２．０％）

25,204,720.0 人 495,795.0 人 1.97 % 45,553 / 91,024 50.0 %

[ 406,981 人 ]

( 24,650,200.5 人 ) ( 474,374.0 人 ) ( 1.92 % ) ( 43,569 / 89,359 ) ( 48.8 % )

※［　］内は実人員。以下同じ。

２　国、地方公共団体における在職状況

(1) 国の機関(法定雇用率２．３％)

303,844.5 人 7,593.0 人 2.50 % 41 / 42 97.6 %

[ 6,733 人 ] < 2.22 % >

( 303,672.0 人 ) ( 7,436.0 人 ) ( 2.45 % ) ( 41 / 42 ) ( 97.6 % )

275,449.0 人 6,867.5 人 2.49 % 32 / 33 97.0 %

[ 6,086 人 ] < 2.21 % >

( 275,271.5 人 ) ( 6,682.5 人 ) ( 2.43 % ) ( 32 / 33 ) ( 97.0 % )

3,580.5 人 84.5 人 2.36 % 5 / 5 100.0 %

[ 72 人 ] < 2.01 % >

( 3,579.0 人 ) ( 84.5 人 ) ( 2.36 % ) ( 5 / 5 ) ( 100.0 % )

24,815.0 人 641.0 人 2.58 % 4 / 4 100.0 %

[ 575 人 ] < 2.32 % >

( 24,821.5 人 ) ( 669.0 人 ) ( 2.70 % ) ( 4 / 4 ) ( 100.0 % )

(2) 都道府県の機関（法定雇用率２．３％）

325,174.0 人 8,633.0 人 2.65 % 152 / 156 97.4 %

[ 6,610 人 ] < 2.03 % >

( 324,593.5 人 ) ( 8,474.0 人 ) ( 2.61 % ) ( 150 / 155 ) ( 96.8 % )

256,269.5 人 6,880.0 人 2.68 % 47 / 47 100.0 %

[ 5,168 人 ] < 2.02 % >

( 256,431.0 人 ) ( 6,767.0 人 ) ( 2.64 % ) ( 47 / 47 ) ( 100.0 % )

68,904.5 人 1,753.0 人 2.54 % 105 / 109 96.3 %

[ 1,442 人 ] < 2.09 % >

( 68,162.5 人 ) ( 1,707.0 人 ) ( 2.50 % ) ( 103 / 108 ) ( 95.4 % )

計

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

⑤　達成割合③　実雇用率②　障害者の数 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

平成29年６月１日現在における障害者の雇用状況

総括表

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる労働者数

②　障害者の数

②　障害者の数

⑤達成割合③　実雇用率 ④　法定雇用率達成企業の数 / 企業数

⑤　達成割合

民間企業

※その他の都道府県機関のうち未達成であった機関のうちの２機関は、公表日時点で達成済み。

その他の
都道府県

機関

都道府県
知事部局

行政機関

立法機関

司法機関

計



  

(3) 市町村の機関（法定雇用率２．３％）

1,084,190.0 人 26,412.0 人 2.44 % 2,046 / 2,319 88.2 %

[ 20,050 人] < 1.85 % >

( 1,077,738.5 人 ) ( 26,139.5 人) ( 2.43 % ) ( 2,054 / 2,333 ) ( 88.0 % )

※市町村の機関のうち未達成であった機関のうちの73機関は、公表日時点で達成済み。

(4) 都道府県等の教育委員会（法定雇用率２．２％）

659,739.0 人 14,644.0 人 2.22 % 103 / 122 84.4 %

[ 11,374 人] < 1.72 % >

( 661,899.0 人 ) ( 14,448.5 人) ( 2.18 % ) ( 100 / 125 ) ( 80.0 % )

572,787.5 人 12,782.0 人 2.23 % 37 / 47 78.7 %

[ 9,917 人] < 1.73 % >

( 574,508.5 人 ) ( 12,626.5 人) ( 2.20 % ) ( 35 / 47 ) ( 74.5 % )

86,951.5 人 1,862.0 人 2.14 % 66 / 75 88.0 %

[ 1,457 人] < 1.68 % >

( 87,390.5 人 ) ( 1,822.0 人) ( 2.08 % ) ( 65 / 78 ) ( 83.3 % )

３　独立行政法人等における雇用状況（法定雇用率２．３％）

427,826.5 人 10,276.5 人 2.40 % 264 / 337 78.3 %

[ 7,853 人] < 1.84 % >

( 421,292.0 人 ) ( 9,927.0 人) ( 2.36 % ) ( 245 / 330 ) ( 74.2 % )

207,878.0 人 5,251.0 人 2.53 % 78 / 90 86.7 %

[ 4,064 人] < 1.95 % >

( 206,311.5 人 ) ( 5,151.0 人) ( 2.50 % ) ( 77 / 90 ) ( 85.6 % )

145,861.0 人 3,412.0 人 2.34 % 69 / 90 76.7 %

国立大学法人等 [ 2,540 人] < 1.74 % >

( 145,448.0 人 ) ( 3,313.0 人) ( 2.28 % ) ( 69 / 90 ) ( 76.7 % )

74,087.5 人 1,613.5 人 2.18 % 117 / 157 74.5 %

[ 1,249 人] < 1.69 % >

( 69,532.5 人 ) ( 1,463.0 人) ( 2.10 % ) ( 99 / 150 ) ( 66.0 % )

注　１

２

３

４
５

６ 　「独立行政法人等」とは、障害者の雇用の促進等に関する法律施行令別表第２の第１号から第８号まで、「地方独立行政
法人等」とは、同令別表第２の第９号から第10号までの法人を指す。

地方独立行政
法人等

独立行政法人
等(国立大学
法人等を除く)

⑤　達成割合
①　法定雇用障害者数の

算定の基礎となる労働者数

　（　）内は、平成28年６月１日現在の数値である。
　なお、精神障害者は平成18年４月１日から実雇用率に算定されることとなった。

　２の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる職員数」とは、職員総数から除外職員数及び除外率相
当職員数（旧除外職員が職員総数に占める割合を元に設定した除外率を乗じて得た数）を除いた職員数である。

　法定雇用率2.2％が適用される機関とは、都道府県の教育委員会及び一定の市町村の教育委員会である。

　１及び３の各表の①欄の「法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数」とは、常用労働者総数から除外率相
当数（身体障害者及び知的障害者が就業することが困難であると認められる職種が相当の割合を占める業種につい
て定められた率を乗じて得た数）を除いた労働者数である。

　各表の②欄の「障害者の数」とは、身体障害者、知的障害者及び精神障害者の計であり、短時間労働者以外の重
度身体障害者及び重度知的障害者については法律上、１人を２人に相当するものとしてダブルカウントを行い、重
度以外の身体障害者及び知的障害者並びに精神障害者である短時間労働者については法律上、１人を0.5人に相当
するものとして0.5カウントとしている。

市町村の機関

⑤　達成割合
①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

①　法定雇用障害者数の
算定の基礎となる職員数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

※都道府県教育委員会のうち未達成であった機関のうちの３機関は、公表日時点で達成済み。
※市町村教育委員会のうち未達成であった機関のうちの１機関は、公表日時点で達成済み。

※独立行政法人等のうち未達成であった機関のうちの９機関は、公表日時点で達成済み。
※国立大学法人等のうち未達成であった機関のうちの９機関は、公表日時点で達成済み。
※地方独立行政法人等のうち未達成であった機関のうちの18機関は、公表日時点で達成済み。

②　障害者の数 ③　実雇用率 ④　法定雇用率達成機関の数 / 機関数

⑤　達成割合

計

計

都道府県
教育委員会

市町村
教育委員会


